
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                
 
 
 
 
                  
               
 
 
 

令和５年５月 
沖縄県食品の安全安心推進本部会議 

 

 
第４期沖縄県食品の安全安心推進計画 令和４年度施策実施状況報告 

 

資料１ 



 

 

第４期沖縄県食品の安全安心推進計画の施策実施状況概要 

 
沖縄縄県では、平成１９年度に「沖縄県食品の安全安心の確保に関する条例」を施行し、食品の

安全安心確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、平成２１年度から「沖縄県食品の

安全安心推進計画（以下、「推進計画」という。）を策定しています。 
第４期推進計画では、令和２年度から令和６年度までを計画期間として、２つの施策目標を掲げ、

６つの施策のもとに４８項目の目標を定めて、個別の取り組みを実施しています。 
また、各年度の数値目標は可能な限り設定し、第４期推進計画の最終年度である令和６年度まで

の実施状況の把握の目安としました。 
  
           
推進計画の実施状況を、２つの施策目標ごとに次ページ以降に整理しました。 
推進計画では、施策目標Ⅰ安全安心な食品の確保（施策１、施策２、施策３）で４０項目、目 

標Ⅱ食品に対する安心感の提供（施策４、施策５、施策６）で８項目、合計４８の施策項目を設

定しています。 
（１）令和４年度施策項目の実施状況 
 数値目標が設定された４０項目の実施状況を、下記の５つの区分により把握し、その集計結 
果は表１のとおりとなっています。 

区分 基準※ 
A 目標値に対して、100％以上 
B 目標値に対して、90％以上 
C 目標値に対して、60％以上 90％未満 
D 目標値に対して、60％未満 
E 目標値に対して、0％ 

実施状況が「Ａ」の項目は２６項目、「Ｂ」の項目は１項目、「Ｃ」の項目は９項目、「Ｄ」 
の項目は３項目、「Ｅ」の項目は１項目でした。 
令和４年度についても特に前半は、新型コロナウィルス感染者数が過去最大規模になるなど 

の影響により、施策の中止や規模縮小といった対応で数値目標の達成ができなかった施策があ

りましたが、全体としては前年度の数値目標達成率より２ポイントの上昇となっています。 
 

表１ 令和４年度 施策の実施状況 

 

該当数 ％ 該当数 ％ 該当数 ％ 該当数 ％ 該当数 ％

15 11 73 1 7 3 20 0 0 0 0
15 9 60 0 0 4 27 2 13 0 0
5 3 60 0 0 0 0 1 20 1 20

4 2 50 0 0 2 50 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1 1 100 0 0 0 0 0 0 0 0

40 26 65 1 3 9 23 3 8 1 3
40 25 63 1 3 6 15 8 20 0 0

目標Ⅱ　食品に対する安心感の提供

施　　　策
施 策

項目数

実施状況(項目数）内訳

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

目標Ⅰ　安全安心な食品の確保

 施策1　生産・出荷段階における安全安心の確保

 施策2　製造・加工・調理・流通・販売・消費段階における安全安心の確保

 施策3　食品の安全性確保のための体制の充実

令和３年度実施状況(参考）

 施策4　食品の安全性に関する理解促進

 施策5　安全安心な県産食品の推奨

 施策6　食品の安全に関する情報の提供、公開、意見交換の推進

合  計

１ はじめに 

２ 推進計画の実施状況 

※目標数値に休廃止

の施設等を含む場合

は、当該休廃止施設

等を除いたものを母

数とする。 
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令和4年度施策実施状況一覧表

目標値

H30 R1 R2 R3

実績値 実績値 実測値 実測値 実測値
実施
状況

施策目標Ⅰ　安全安心な食品の確保

 基本施策（１）安全な農作物の提供の推進

ア　生産現場における農薬の適正使用

1 件 140 78 80 101 106 A 100 営農支援課

2 回 25 18 12 5 11 A 10 営農支援課

イ　農薬の管理を含めた総合的な自主管理体制の取組み

3 人 5 24 5 5 5 A 5 営農支援課

4 人 954 973 988 999 1,064 A 1,020 営農支援課

5 件 757 803 840 879 903 C 1,179 営農支援課

6 ％ 164 109 99 102 67 C 100 衛生薬務課

　基本施策（２）安全な畜産物・水産物の提供の推進

ア　ＴＳＥ（ＢＳＥ）対策の推進

7 頭 9 11 5 4 8 － 随時 衛生薬務課

8 回 17 15 6 7 8 A 8 衛生薬務課

9 ％ 100 101 121 94 88 C 100 衛生薬務課

10 ％ 107 108 129 104 103 A 100 衛生薬務課

ウ　鶏卵衛生管理体制の整備

11 検体 － － 165 176 164 - 随時 畜産課

エ　動物用医薬品等の適正使用の促進と残留検査の実施

12 回 48 42 38 45 61 A 1 畜産課

13 件 25 24 24 13 62 A 25 畜産課

14 ％ 100 100 100 100 99 B 100 衛生薬務課

オ　水産用医薬品の適正使用の促進と残留検査の実施

15 ％ 100 100 100 100 100 A 100 水産課

16 回 1 1 1 1 1 A 1 水産課

カ　家畜伝染病発生予防及び危機管理体制の強化

17 回 4 5 5 6 32 A 4 畜産課

ウ  残留農薬検査等の実施

流通農産物の残留農薬検査（検査実施予定数の達成率）
（％／年）

動物用医薬品使用実態調査の実施回数

頁数R4
R4

特別栽培農産物認証件数

施 策 項 目 単位
/年

担当課

 施策１　生産・出荷段階における安全安心の確保

農薬販売店に対する立入検査件数

農薬適正使用講習会の開催回数

国のガイドラインに基づいたＧＡＰの導入経営体数

エコファーマー認定人数（累計）

TSEスクリーニング検査頭数

養殖経営体数に対する指導経営体数の割合

水産用医薬品使用実態調査の実施回数

と畜場・食鳥処理場職員への講習会開催回数

と畜場の監視回数（監視予定回数の達成率）

食鳥処理場（大規模・認定小規模）の監視回数（監視予定回数の達
成率）

養鶏場のサルモネラ検査数

飼料等の製造・流通段階における検査や指導数

イ　と畜検査・食鳥検査の実施及び食肉・食鳥肉の衛生確保の推進

家畜伝染病発生予防及び危機管理体制の強化に係る連絡
会議の開催回数

畜・水産食品の残留抗生物質検査数（検査実施予定数の達成率）
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目標値

H30 R1 R2 R3

実績値 実績値 実測値 実測値 実測値
実施
状況

　基本施策（３）食品の製造・調理・販売段階における安全確保　

ア　食品関連事業者に対する監視指導

18 ％ 110 101 67 83 83 C 100 衛生薬務課

イ　食品関連事業者の自主管理の促進

19 回 273 251 145 88 161 C 250 衛生薬務課

20 回 21 20 37 37 38 A 12 衛生薬務課

21 回 － － 5 5 2 D 5 衛生薬務課

22 件 5,000 5,000 2,262 789 2,910 C 4,600 衛生薬務課

ウ　食品収去検査の実施

23 ％ 116 103 94 100 106 A 100 衛生薬務課

エ　流通食品の放射性物質検査の実施

24 ％ 100 100 80 100 100 A 100 衛生薬務課

オ　学校給食の安全性の確保

25 施設 128 128 128 128 ※124 A ※128 保健体育課

26 回 5 5 0 5 5 A 5 保健体育課

　基本施策（４）食品表示の適正化の推進

ア　各法律に基づく監視指導の充実

27 件 34,582 21,566 4,461 4,030 12,438 C 18,300
衛生薬務課

流通･加工推進課
健康長寿課

28 件 305 347 230 260 308 A 300 健康長寿課

29 件 63 54 25 48 26 ― 随時 消費・くらし安全課

30 回 2 2 1 1 2 A 2 消費・くらし安全課

イ　適正な食品表示の促進

31 回 6 6 2 3 6 A 5
衛生薬務課

流通･加工推進課
健康長寿課

32 回 8 6 0 1 1 D 3 消費・くらし安全課

33 回 1 1 1 1 1 A 1 衛生薬務課

　基本施策（５）輸入食品の安全対策の強化

ア　検疫所と連携した監視体制の充実（数値目標なし）

34 衛生薬務課

施 策 項 目

食品表示法等に関する表示講習会開催回数

担当課 頁数R4
R4

施策２　製造・加工・調理・流通・販売・消費段階における安全安心の確保

単位
/年

食品施設監視指導回数（監視指導実施予定数の達成率）

景品表示法に基づく観光土産品の表示指導回数

食中毒予防のための講習会開催回数

食品衛生責任者養成講習会開催回数

※目標は１２８だが給食施設が統廃合で１２４に減少してしている。よって母数は１２４で実績値から区分Aとした。

食品表示法に関する巡回調査・点検件数

健康増進法の誇大表示に係わる巡回調査件数

景品表示法に関する相談及び表示指導件数

HACCPに関する講習会開催回数

食品関連事業者団体による巡回指導件数

食品の収去検査検体数（検査実施予定検体数の達成率）

流通食品の放射性物質検査検体数（検査実施予定検体数の達成
率）

定期点検を実施する学校給食施設数

学校給食関係者に対する研修会の開催回数

景品表示法に関する表示講習会開催回数

医薬品医療機器等法（旧：薬事法）に関する表示講習会開
催回数

例年開催している南部保健所及び那覇市保健所並びに那覇検疫所との間で情報交換会は、コロナウィルス感染症拡大のため開催され
ませんでした。

-3-



目標値

H30 R1 R2 R3

実績値 実績値 実測値 実測値 実測値
実施
状況

　基本施策（６）食品の安全に関する調査・研究の推進

ア　農薬の使用量低減のための研究の推進

35 課題 2 6 4 4 4 A 2 営農支援課

イ　食中毒についての調査研究

36 ％
(検体) 108 112 0 100 0 E 100 衛生薬務課

ウ　食品検査施設における信頼性の確保

37 施設 8 8 8 8 8 A 8 衛生薬務課

38 回 2 2 0 1 1 D 2 衛生薬務課

39 施設 2 3 3 3 3 A 2 衛生薬務課

　基本施策（７）緊急事態における体制の維持・強化

40 衛生薬務課

精度管理（微生物・理化学）の実施回数

施 策 項 目 単位
/年

担当課

施策3　食品の安全性確保のための体制の充実

化学合成農薬低減に向けた試験項目

食中毒汚染実態調査検体数

内部点検の実施施設数

頁数R4
R4

外部精度管理調査への参加施設数

ア　緊急時の関係各課の連携の推進（数値目標なし）　

令和4年度は、食品の安全安心に係る全庁的な危機管理対応が必要となる緊急事態は、発生していないため、緊急時
の召集は行っていない。ただし、令和3年度の関係部局の施策実施状況の把握のため、「沖縄県食品の安全安心推進
本部会議」を開催した。
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目標値

H30 R1 R2 R3

実績値 実績値 実測値 実測値 実測値
実施
状況

 施策目標Ⅱ　食品に対する安心感の提供

　基本施策（８）安全安心な食品に関する知識の普及啓発

ア　一般消費者の食品に関する知識の普及啓発

41 回 － 2 6 5 3 C 5 消費・くらし安全課

42 回 5 5 4 4 4 C 5 衛生薬務課

イ　幼児・児童生徒の食品に関する理解促進

43 回 11 11 11 11 11 A 11 保健体育課

ウ　学校給食における食物アレルギーへの対応

44 回 11 11 11 11 11 A 11 保健体育課

　基本施策（９）優良な県産食品の推奨

ア　優良県産品の推奨

45 回 8 8 9 8 9 － 随時 マーケティング戦
略推進課

  基本施策（１０）食品に関する正しい情報の提供

ア　迅速な情報提供の推進

46 回 98 48 54 23 12 ― 随時 衛生薬務課

47 回 11 10 5 7 8 ― 随時 衛生薬務課

  基本施策（１１）意見交換会の充実

ア　県民、食品関連事業者との意見交換会の開催

48 回 1 1 1 1 1 A 1 衛生薬務課

給食だよりの発行数

施 策 項 目 単位
/年

担当課 頁数R4
R4

 施策４　食品の安全性に対する理解促進

消費者への啓発のための講座実施回数

食中毒予防イベント開催

食中毒関連情報の発信数

食品の安全安心に関する意見交換会の開催回数

学校給食アレルギー献立表の発行数

 施策５　安全安心な県産食品の推奨

優良県産品の宣伝・普及啓発

 施策６　食品の安全に関する情報の提供、公開、意見交換の推進

食品の安全安心に関する情報の発信
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目標Ⅰ 安全安心な食品の確保                             
施策１ 生産・出荷段階における安全安心の確保                  
基本施策（１）安全な農作物の提供の推進 

 
ア 生産現場における農薬の適正使用 
 安全で安心な農作物を供給するためには、農作物の生産段階で使用される農薬の適正な使用が重

要です。沖縄県は、販売者が適正に生産者へ販売、指導できるよう農薬販売店に対する立入検査を

計画的に実施しています。また、生産農家等を対象に、農薬適正使用講習会を開催しています。令

和４年度は、農薬販売店 106 店舗に対して立入調査を実施し、うち１店舗にて是正指導を行いまし

た。   
また、農家等の使用者及び販売者に対し農薬の適正使用を推進する目的で、農薬の適正使用講習

会を９回、農業大学校講義を２回の計 11 回の講習会を実施しました。【営農支援課】 

 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R４ 

実績値 実績値 実測値 実測値 実 測 値 達 成 度 

① 農薬販売店に対する

立入検査件数 
(件/年) 140 78 80 101 106 A 100 

② 農薬適正使用講習会

の開催回数 
(回/年) 25 18 12 5 11 A １０ 

 
 
イ 農薬の管理を含めた総合的な自主管理体制の取り組み 
 県制度であるエコファーマー認定、特別栽培農産物出荷認証により農業生産における化学肥料・化

学農薬の使用を減らし、人だけでなく環境にも優しい栽培技術と、より安全安心な農作物の安定供給

を推進するため適切な生産工程を記録、管理するための手法であるＧＡＰ（農業生産工程管理）を普

及します。令和４年度は、エコファーマー認定１０６４名、特別栽培農産物認証９０３件、GAP 導入

のモデル農場を５地区５箇所設置し、人と環境に優しい農業技術普及を推進しました。 
新型コロナウィルス感染症拡大の影響により、イベント等による PR が十分に実施できなかったこ

とから、特別栽培農産物認証件数が目標を達成できませんでした。【営農支援課】 
 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実績値 実 測 値 達 成 度 

③国のガイドラインに基づ

いたＧＡＰの導入経営体数 
(人)  5 24 5 ５ ５ A ５ 

④ エコファーマー認定人

数（累計） 
(人) 954 973 988 999 1064 A 1,020 

３ 各施策項目の取り組み内容 
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個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実績値 実 測 値 達 成 度 

⑤ 特別栽培農産物認証件

数（累計） 
(件) 757 803 840 879 903 C 1,179 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
ウ 残留農薬検査等の実施 
 中央卸売市場や販売店から収去した農産物について残留農薬検査を実施し、検査結果については生

産者へフィードバックし、農薬の適正使用を推進しています。令和４年度は、４種類の県産農産物（ゴ

ーヤ５検体、オクラ３検体、マンゴー２検体について、ゴーヤ２８４項目、オクラは２８４項目、マ

ンゴーは３００項目の検査を実施したところ、全ての品目について残留基準値以下でした。 
 検体数は目標では１５検体、３回に分けて実施予定でしたが、新型コロナ感染症拡大に伴い担当者

が動員されたため、うち１回（残り５検体）の検査を中止するしかなく目標値を達成できませんでし

た。【衛生薬務課】 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実 績 値 実績値 達成度 

⑥ 流通農産物の残留農薬

検査（検査実施予定数の

達成率） 

(％/年) 164 １09 99 102 67 C １００ 

 

 

基本施策（２）安全な畜産物･水産物の提供の推進 
ア ＴＳＥ（ＢＳＥ）対策の推進 

牛や山羊について、ＴＳＥ（ＢＳＥ）に感染していないかどうかを確認するため、ＴＳＥ（ＢＳ

エコファーマーマーク 

 

 

◎エコファーマー認定（営農支援課） 
 化学肥料や化学合成農薬の低減による環境保全型農業の生産方式を普及啓発し、この生産方

式に取り組んでいる農業者を「エコファーマー」として認定を行っています。 
◎特別栽培農産物認証（営農支援課） 
 県慣行基準と比較して化学肥料、化学合成農薬を５割低減して生産された農産物を「沖縄

県特別栽培農産物」として認証を行っています。 
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Ｅ）スクリーニング検査を実施します。牛については、生後２４ヶ月齢以上で、運動障害などの神

経症状や全身症状を呈し、ＢＳＥを疑うものについて検査を行います。山羊については、月齢にか

かわらず削痩、被毛粗剛、運動失調などの臨床症状を呈し、ＴＳＥ（ＢＳＥ）を疑うものについて

検査を行います。【衛生薬務課】 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実績値 実 績 値 達成度 

⑦ TSE スクリーニング検

査頭数 
(頭/年) 9 11 5 4 8 － 随時 

              
イ と畜検査・食鳥検査の実施及び食肉・食鳥肉の衛生確保の推進 

食肉・食鳥肉の安全性確保におけると畜場・食鳥処理場の衛生管理の取り組みを推進するため、と

畜場及び食鳥処理場の職員に対して、「と畜場及び食鳥処理場での衛生管理」、「ＨＡＣＣＰ」、「食肉食

鳥肉に由来する食中毒」等について衛生講習会を実施します。 

また、と畜場・食鳥処理場の衛生管理について、監視指導の徹底と自主管理体制の構築を促進させ

るために監視指導を実施します。 

令和４年度は、と畜場の監視回数において新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、離島のと

畜場の稼働日数が減り監視回数が減少したため、目標を達成することが出来ませんでした。    

【衛生薬務課】 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実績値 実 績 値 達 成 度 

⑧ と畜場・食鳥処理場職

員への講習会開催回数 
(回/年)  １７ １5 6 7 8 A ８ 

⑨ と畜場の監視回数（監

視予定回数の達成率） 
(％/年) １００ １０1 １21 94 88 C １００ 

⑩ 食鳥処理場（大規模・

認定小規模）の監視回数

（監視予定回数の達成

率） 

(％/年) １０７ 108 129 104 1０3 A １００ 

 

 
 

 

 

 

 

 
ウ 鶏卵衛生管理体制の整備（新規施策） 

 

◎と畜場の監視（衛生薬務課） 

と畜場６施設について、標準監視回数７２回のうち６３回監視指導

を行い、衛生管理の記録検査を６１回実施しました。また、と畜場に

おいてと体等の拭き取り検査を実施し（４７４検体）、と畜場職員への

衛生教育や指導を実施しました。 
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 令和４年度は安全な畜産物の供給体制を推進するため、養鶏場の鶏舎内拭き取り検査を実施

し、サルモネラに係るモニタリング検査を１６４検体に対し実施しました。【畜産課】 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実測値 実測値 実 績 値 達 成 度 

⑪ 養鶏場のサルモネラ検

査数（検体／年） 

(検体/

年)  
－ － 165 176 １64 ― 随時 

 

 

 

 

 

 

  
エ 動物用医薬品等の適正使用の促進と残留検査の実施 
動物用医薬品が適正に販売・使用され、安全な畜産物が生産されるよう、動物用医薬品販売業

者、診療施設及び生産者を対象に、令和４年度は計６１件への立入検査を行い、動物用医薬品の休

薬期間や用法･用量の遵守について、適正な使用及び販売の指導を行いました。【畜産課】 
飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律及びＢＳＥ発生防止のための飼料に関するガイ

ドラインの遵守を推進するため、飼料の製造、輸入及び販売業者に対して令和４年度は６２件につ

いて立入検査、巡回指導を行い不適正事例は見られませんでした。【畜産課】 
県内で製造または販売される畜水産食品の安全性確保のため、牛８検体、豚１１２検体、山羊２

検体、鶏１８検体、乳１検体、マグロ１検体、はちみつ１検体、鶏卵９検体について残留動物用医

薬品等の検査を実施し、全ての検体において結果は陰性または残留基準値未満でした。目標は概ね

達成したが新型コロナウイルス感染症拡大の影響で人員が確保できず一部収去できない検体があり

ました。【衛生薬務課】 

 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実測値 実測値 実 績 値 達 成 度 

⑫ 動物用医薬品の使用実

態調査の実施回数 
(件/年)  48 ４2 38 45 61 Ａ １ 

⑬ 飼料等の製造・流通段

階における検査や指導数 
(件/年) 25 24 24 13 62 A ２５ 

⑭ 畜水産食品の残留抗生

物質検査数（検査実施予

定数の達成率） 

(％/年) 100 １００ １００ １００ 99 B １００ 

 
オ 水産用医薬品の適正使用の促進と残留検査の実施 
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 養殖魚介類を安全・安心な食品として生産するために、養殖業者に対して巡回指導を行いました。

また、水産用医薬品の使用状況を把握するため、水産医薬品の使用実態調査を行い、その結果、適正

に使用していることが確認できました。【水産課】 
 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実績値 実 績 値 達 成 度 

⑮ 養殖経営体数に対する

指導経営体数の割合 
(％/年)  １００ １００ １００ １００ １００ Ａ １００ 

⑯ 水産用医薬品使用実態

調査の実施回数 
(回/年) １ １ １ １ １ Ａ １ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
カ 家畜伝染病発生予防及び危機管理体制の強化 

関係機関と連携を図り、家畜伝染病が発生した場合における危機管理体制を構築するとともに、

発生時における畜産物の流通指導及び安全安心な情報を提供します。令和４年度は、高病原性鳥イ

ンフルエンザや口蹄疫等の海外悪性伝染病が県内に侵入した場合を想定し、防疫体制や関係機関の

役割等を事前に確認する防疫演習を本島・宮古地区・八重山地区で開催しました（市町村、県警、

畜産関係機関など参集）。また、農林水産部内に特定家畜伝染病危機管理対策会議を設置し、連絡体

制等の情報を共有しました。 令和４年１２月に県内での高病原性鳥インフルエンザ発生を受け、

特定家畜伝染病危機管理対策会議の開催や、防疫措置対応に関する意見交換を行いました。 

 
 

◎養殖経営体数に対する指導（水産課） 
 県内で給餌養殖（魚類、クルマエビ、ウナギ、スッポン）を行っている全４６経営体に

対し、飼料や水産用医薬品等の適正使用及び記録管理について、巡回指導を行いました。 
 

        

  各経営体へ配布した冊子   

◎水産用医薬品使用実態調査の実施回数（水産課） 
 給餌養殖経営体（魚類、クルマエビ、スッポン）に水産用医薬品の使

用実態調査を行ったところ、適正に使用していることが確認できまし

た。また、この調査をとおして、養殖業者に水産用医薬品の適正使用の

意識を高めることができました。   
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【畜産課】 
 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実績値 実 績 値 達 成 度 

⑰ 家畜伝染病発生予防及

び危機管理体制の強化に

係る連携会議の開催回数 

(回/年) 4 5 5 6 32 Ａ ４ 

 
施策２ 製造･加工･調理･流通･販売･消費段階における安全安心の確保                    
基本施策（３）食品の製造･調理･販売段階における安全確保    

沖縄県食品衛生監視指導計画に基づき食品関連事業者への監視指導や流通食品の収去検査を行

い、施設の衛生確保や流通食品の安全性を確認しています。また、学校給食施設においては、施設

の点検や関係者に対する研修会を通して衛生管理の徹底を図り、安全安心な学校給食を提供してい

ます。 
ア 食品関連事業者に対する監視指導 

沖縄県食品監視指導計画に基づき、食品の製造・販売の実態や過去の食中毒発生状況等を考慮し

て、立入検査回数を定めて、食品関連事業者に対する監視・指導を行います。令和４年度は、  

７,２１８回の計画数のうち６,０９０ 回の監視指導を行った結果、２４件の違反を発見し、１３件

の処分措置を講じました。 
新型コロナウィルス感染症の感染者増加時期の職員動員対応等に伴い、計画通り施設監視を行う

事が困難な状況となり目標を達成することが出来ませんでした。【衛生薬務課】 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実績値 実 績 値 達 成 度 

⑱ 食品施設監視指導回数

（監視指導実施予定数の

達成率） 

(％/年) １10 １01 67 83 ８４ Ｃ 100 

 
イ 食品関連事業者の自主管理の促進【衛生薬務課】 
  国際標準の衛生管理手法である HACCP に関する講習会や、食中毒予防のための衛生講習会を開

催し、食品関連事業者に対して施設の衛生管理や従事者教育の方法、自主検査の実施など、自主的

な衛生管理体制の向上が図られるように指導や助言を行います。 
  食中毒予防のための講習会や HACCP に関する講習会は、新型コロナウィルス感染症の発生に伴

う応援対応等に伴い、計画どおりの実施ができず目標を達成することが出来ませんでした。食品関

連事業者団体による巡回指導については、上半期は、同様に新型コロナウイルス感染症拡大の影響

で計画とおりの巡回ができませんでしたが、下半期には、感染状況の落ち着きがみられ巡回指導も

徐々に行えるようになっています。 
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個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実績値 実 績 値 達 成 度 

⑲ 食中毒予防のための講

習会開催回数 
(回/年) ２73 251 145 88 161 C ２５０ 

⑳ 食品衛生責任者養成講

習会開催回数 
(回/年) ２１ ２０ 37 ３７ ３8 Ａ １２ 

㉑ HACCP に関する講習会

開催回数 
(回/年) ― ― ５ ５ 2 D ５ 

㉒ 食品関連事業者団体に

よる巡回指導件数 
(件/年) 5,000 5,000 2,262 789 2,910 C 4,600 

 
ウ 食品収去検査の実施【衛生薬務課】 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実績値 実 績 値 達 成 度 

㉓ 食品の収去検査検体数

（検査実施予定検体数の

達成率） 

(％/年) １16 １03 94 100 １06 A １００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
エ 流通食品の放射性物質検査の実施【衛生薬務課】 
  平成２３年の東日本大震災による原子力発電所事故により、一部の食品から放射性物質が検出さ

れ、出荷制限が行われるなど全国的に放射性物質汚染問題が起こったことから、県では平成２４年

 
 

  
 
 
 

◎食品の収去検査（衛生薬務課） 

 沖縄県食品衛生監視指導計画に基づき、県内で製造又は販売さ

れる流通食品の収去検査を実施し不良食品を排除し、流通食品の

安全確保を図ります。 

 令和４年度は、１，００８検体の検査を県内３保健所(中部、宮

古、八重山)、衛生環境研究所、食肉衛生検査所において実施しま

した。 

 食品衛生法違反を確認した１３件については、製造所等の監視

指導を行い、衛生管理の徹底と製造工程における改善策を講じさ

せ、不正食品を排除し、流通食品の安全を確保しました。 
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度から、主に県外で製造された流通食品の放射性セシウムの検査を実施しています。 

  令和４年度は、検査を実施した食品全てについて放射性セシウムは検出されませんでした。 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実績値 実 績 値 達 成 度 

㉔ 流通食品の放射性物質

検査検体数 
(検体/年) １００ １００ 80 100 １００ A 100 

 

オ 学校給食の安全性の確保 
学校給食調理施設及び給食用食品の定期的な点検を実施し、衛生管理の徹底を図るよう指導してい

ます。令和４年度は、全１２４（昨年度より統廃合で 4 施設減）施設の調理場の点検を行いました。

学校給食調理施設については、学校給食衛生管理基準に基づき点検項目に沿ってチェックを行い、給

食用食品については、微生物検査を実施しました。定期点検を行うことで、調理場内の衛生状況を把

握することができ、施設設備の改善や作業工程・動線等の見直しにつなげることができました。 
学校給食関係者に対する研修会については、学校給食における衛生管理、ノロウイルス及び異物混

入防止の対策等について説明し、衛生管理の徹底について周知しました。【保健体育課】 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実績値 実 績 値 達成度 

㉕ 定期点検を実施する学

校給食施設数 
(施設/年) １２８ １２８ １２８ １２８ ※１24 A ※１２８ 

㉖ 学校給食関係者に対す

る研修会の開催回数 
(回/年) ５ ５ 0 ５ ５ A ５ 

        ※目標値は 128だが給食施設が統廃合で減少し、124となったため母数は 124で実績値から区分 Aとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
基本施策（４）食品表示の適正化の推進           
 食品衛生法・ＪＡＳ法、健康増進法の食品表示の規定を統合した「食品表示法」が平成２７年に

施行されたことから、食品関連事業者に対して巡回指導や講習会を開催し、食品表示法に基づく新

たな表示制度について情報提供を行っています。また、関係課が合同で監視指導を行い連携を図る

と共に講習会を開催して、食品関連事業者への法令の遵守及び周知を図っています。 
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ア 食品関連事業者に対する監視指導 

【衛生薬務課、流通･加工推進課、健康長寿課、消費･くらし安全課】 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実測値 実測値 実 績 値 達 成 度 

㉗ 食品表示法に関する巡

回調査・点検件数 
(件/年) 34,582 21,566 4,461 ４,０３０ １２，４３８ C 18,300 

㉘ 健康増進法の誇大表示

に係る巡回調査件数 
(件/年) 305 347 230 260 308 A ３００ 

㉙ 景品表示法に関する相

談及び表示指導件数 
(件/年) 63 54 25 48 26 － 随時 

㉚ 景品表示法に基づく観

光土産品の表示指導回数 
(回/年) ２ ２ 1 １ 2 A ２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

◎健康増進法の誇大表示に関する巡回指導（健康長寿課） 
健康増進法に基づく表示適正化の指導を強化するため、保健所職

員が食品製造加工業者、食品販売者等が製造販売する健康食品･加工

食品等を対象とした調査指導を道の駅、空港、スーパーマーケット

やお土産品店等において実施しています。巡回調査の実施により、

事業者への指導と併せて誇大表示の禁止について普及啓発を図るこ

とができました。 

 
 
 
 
 
          

◎景品表示法に関する相談及び表示指導（消費･くらし安全課） 
◎景品表示法に基づく観光土産品の表示指導（消費･くらし安全課） 
景品表示法の適正な運用のため、食品関係事業者等からの表示に関する問い合わせや

一般消費者からの苦情・申告を受け付けます。 
食品製造・加工業者が製造販売する観光土産品について、景品表示法に基づく表示適

正化の指導を強化します。令和４年度は、沖縄県観光おみやげ品公正取引協議会主催の

「観光土産品認定・試買審査会」にアドバイザーとして出席し、景品表示法に基づく表

示適正化の指導を行いました。 
 

 

 

 食品表示法に基づく食品表示の普及啓発及び適正化を図るため、

食品製造・加工業者、食品販売業者等の巡回調査を３課で実施して

います。令和４年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、

対象店舗を利用者が多い店舗と、過去の表示率が適正ではなかった

店舗のみと縮小しため、目標を達成することができませんでしたが

令和３年度 22%の実績から令和４年度は 68%の実績と伸ばしてい

ます。 

◎食品表示法に関する巡回調査･点検（衛生薬務課、流通･加工推進課、健康長寿課） 
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イ 適正な食品表示の促進 

食品表示法が施行されたことに伴いそれまで個々の法律ごとで実施していた表示に関する講習会

を担当課４課合同で、食品関連事業者等への新たな表示制度の適正な普及開発を行う目的で講習会を

実施しています。令和４年度は県主催講習会を 1 回、他機関から依頼を受けた講習会を 5 回の計 6 回

の講習会を実施することができ、適正な食品表示の促進に努めました。 
【衛生薬務課、流通･加工推進課、健康長寿課、消費・くらし安全課】 

景品表示法に関する表示講習会については、食品表示所管課合同での開催はできましたが、各種業

界団体からの申し込みが見込みより少なかったため目標値を達成できませんでした。 
医薬品医療機器等法（旧：薬事法）に関する表示講習会については、食品表示担当 3 課合同で、web

と集合型を併用したハイブリット形式の講習会を実施しました。また、食品関連事業者や食品に関す

る広告を行う業者等からの表示相談や一般県民からの苦情に対して、事業者へ医薬品医療機器等法に

関する規制等の説明や適正な表示方法について個別に指導を行い、適正な表示知識の普及啓発に努め

ました。【衛生薬務課】 
 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実績値 実 績 値 達 成 度 

㉛ 食品表示法等に関する

表示講習会開催回数 
(回/年) ６ ６ 2 3 6 A ５ 

㉜ 景品表示法に関する表

示講習会開催回数 
(回/年) 8 6 0 1 １ D ３ 

㉝ 医薬品医療機器等法

（旧：薬事法）に関する

表示講習会開催回数 

(回/年) １ １ １ １ １ Ａ １ 

 
 

基本施策（５）輸入食品の安全対策の強化            
ア 検疫所と連携した監視体制の充実【数値目標なし】 
㉞ 令和４年度は、保健所において新型コロナウイルス感染症関連の業務対応のため、通常業務

を一部縮小せざるを得ない状況であったことから、例年開催している南部保健所及び那覇市保健

所並びに那覇検疫所との間で情報交換会は実施できませんでした。【衛生薬務課】 
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施策３ 食品の安全性確保のための体制の充実                    
基本施策（６）食品の安全に関する調査･研究の推進 
 県産農産物栽培における化学農薬や化学肥料低減のための試験研究や、流通食品の食中毒菌汚染実

態調査等を行い、食品の安全性に関する研究や実態把握に努めています。また、食品衛生検査施設に

おいては、食品分析結果の信頼性の確保に努めています。 

 
ア 農薬の使用量低減のための研究の推進 

化学農薬を使用しない病害虫防除技術の開発のため、県産農産物栽培において天敵生物を利用した

防除試験を実施しています。令和４年度は、オクラの新規うどん粉病菌の宿主範囲の調査、オクラの

うどん粉病菌の有機農産物 JAS 規格で使用できる数種殺菌剤の防除効果の検証、施設ピーマンの天敵

利用のためマニュアル作成、マンゴーの施設栽培における耕種的防除の防除効果の検証を行いました。 

【営農支援課】 
 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実 績 値 実績値 達成度 

㉟ 化学合成農薬低減に向

けた試験項目 
(課題/年) 2 6 4 ４ ４ Ａ ２ 

 
イ 食中毒についての調査研究 

食品の食中毒菌汚染実態調査実施要領に基づき、汚染食品を排除し、食中毒発生の未然防止対策を

図るため、流通食品の細菌汚染実態調査を実施します。平成３１年以降は国の事業としては実施が見

合わされている状況です。沖縄県においては独自で実施要領を作成し、令和 3 年度は実施に努めてい

ましたが、令和 4 年度は新型コロナウイルス感染症の過去最大の感染者が増加した時期で、職員動員

対応等により、本調査は行う事ができませんでした。【衛生薬務課】 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実測値 実測値 実 績 値 達 成 度 

㊱食中毒菌汚染実態調査

検体数（調査実施予定検体

数の達成率） 

(％/年) 108 112 0 100 0 E 100 

 

ウ 食品衛生検査施設における信頼性の確保 
県の食品衛生検査施設においては、食品分析結果の信頼性の確保に努める必要があります。検査を

正確かつ迅速に実施するためには、日々の管理業務が重要であるため、その適性管理状況を確認する

ための内部点検を行っています。県内５保健所、衛生環境研究所、２食肉衛生検査所にて内部点検を

行い、試験室の管理や記録簿の不備等があった施設に対しては、改善指示を行い、適正管理の確保を

図っています。【衛生薬務課】 

また、検査員の検査技術水準を確保するため、検査業務を行う検査施設においては年２回の内部精

度管理により検査精度の評価を行っていますが、令和４年度は、過去最大規模の新型コロナウイルス
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感染拡大時期と重なり各保健所の通常業務を一部縮小せざるを得ない状況であったため、内部精度管

理は年２回を 1回としました。 

衛生環境研究所、中部保健所及び中央食肉衛生検査所においては、全国規模の外部精度管理に参加

し、客観的な評価を受けました。【衛生薬務課】 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実測値 実 績 値 達 成 度 

㊲ 内部点検の実施施設数 (施設/年) ８ ８ ８ ８ ８ Ａ ８ 

㊳ 精度管理（微生物・理

化学）の実施回数 
(回/年) ２ ２ 0 1 １ D ２ 

㊴ 外部精度管理調査への

参加施設数 
(施設/年) ２ 3 ３ ３ ３ Ａ ２ 

 
 
基本施策（７）緊急事態における体制の維持･強化 
ア 緊急時の関係各課の連携の推進（数値目標なし） 

緊急事態が発生し、全庁的に対応する必要がある場合には、沖縄県食品の安全安心推進本部会議

を臨時開催し、迅速な対応を行います。 

令和４年度は、食品の安全安心に係る全庁的な危機管理対応が必要となる緊急事態は発生してい

ないため、緊急時の召集は行っていませんが、令和３年度の関係部局の施策の実施状況の把握ため、

「沖縄県食品の安全安心推進本部会議」を開催しました。【衛生薬務課】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
目標Ⅱ 食品に対する安心感の提供                            
施策４ 食品の安全性に対する理解促進                       
基本施策（８）安全安心な食品に関する知識の普及啓発 
 
ア 一般消費者の食品に関する知識の普及啓発 
㊵ 消費者が、食中毒予防をはじめ、食品に関する正しい知識を身につけ、自らの判断で安全な食品

を選択できる目を養うことが求められることから、消費者を対象とした普及啓発活動を行います。 
令和４年度は、消費者教育コーディネート事業の中で食品の知識に関する講座を２件、多良間小学

校において、備蓄物資を活用した防災教育と食品ロス削減の講座を１回実施しました。令和４年度は

成年年齢の引き下げに伴う中高生向け講座の実施が集中しました。 

 

◎令和４年度沖縄県食品の安全安心

推進計画開催（衛生薬務課）  
 
沖縄県食品の安全安心推進計画令和３

年度の実施状況を報告しました。 
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講座に係る予算や事務作業が逼迫するなか、エシカル消費（食品ロス削減）の観点から食品知識に

係る講座を実施したものの、目標回数の開催には至らなかった。 
【消費・くらし安全課】 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い消費者を対象としたイベントが１回中止となり目標達成に

至らなかったが、銀行や保健所にて食品衛生に関するパネル展示や普及啓発パンフレット等の配布を

行うことにより、食品衛生思想の普及啓発を行いました。【衛生薬務課】 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実 績 値 実測値 実 測 値 実 績値 達 成 度 

㊶ 消費者への啓発のため

の講座実施回数 
(回/年) － 2 6 5 3 C ５ 

㊷ 食中毒予防イベント回

数 
(回/年) ５ ５ 4 4 4 Ｃ ５ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 幼児・児童生徒の食品に関する理解促進 

学校給食だより等を発行し、家庭における食品衛生及び食品の安全安心の確保について、情報提供、

普及啓発を促進しています。令和４年度は、家庭での調理における衛生管理のポイントや身の回りの

衛生、学校給食食材の産地を表示する等の情報提供を行いました。【保健体育課】 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実績値 実 績 値 達 成 度 

㊸ 給食だよりの発行数 (回/年) １１ １１ １１ １１ １１ Ａ １１ 

 
ウ 学校給食における食物アレルギーへの対応 

学校給食アレルギー献立表（詳細な献立表）を月１回（夏休みを除く）事前に学校・家庭に発行す

ることで、学校と家庭が給食食材の情報を共有することができ、食物アレルギーを有する児童生徒の

誤食による事故を防止することができました。【保健体育課】 
 
 
 

 
 

◎食中毒予防イベント開催（衛生薬務課） 
 銀行や保健所にて食品衛生に関するパネル展示や普

及啓発パンフレット等の配布を行うとともに、新聞やテ

レビ等による広報活動により食品衛生思想の普及啓発

を行いました。 
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個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実績値 実測値 実 績 値 達成度 

㊹ 学校給食アレルギー献

立表の発行数 
(回/年) １１ １１ １１ １１ １１ Ａ １１ 

 
施策５ 安全安心な県産食品の推奨                                    

基本施策（９）優良な県産食品の推奨 
ア 優良県産品の推奨【マーケティング戦略推進課課】 

  優良県産品の宣伝、普及啓発を図ります。 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実測値 実測値 実 績 値 達 成 度 

㊺ 優良県産品の宣伝・普及

啓発 
(回/年) ８ ８ 9 8 9 ― 随時 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
施策６ 食品の安全性に関する情報の提供、公開、意見交換の推進                       

基本施策（１０）食品に対する正しい情報の提供 
 食品に関する苦情や相談のあった食品への簡易検査の実施や、食品による健康被害の拡大防止と再発防

止を図るため、必要に応じて食中毒に関する情報を公表し、食品に関する正しい情報の提供を行います。 

ア 迅速な情報提供の推進【衛生薬務課】 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実測値 実測値 達 成 度 実 績 値 

㊻ 食品の安全安心に関す

る情報の発信 
(回/年) 98 48 54 23 12 － 随時 

㊼ 食中毒関連情報の発信 (回/年) １1 １0 5 7 8 － 随時 

◎優良県産品の展示・宣伝（マーケティング戦略推進課） 
 沖縄県優良県産品は関係法令に基づく表示審査、検査機関による内

容分析、製造所の審査等、厳正な審査を経て認定されています。 
 令和４年度は推奨件数３６点商品展示しました。 
産業まつり、大交易展示、ホテルコレクティブ、那覇空港、わしたシ

ョップ国際通りなどで宣伝を 9 回行い普及啓発に務めました。 

 

 

◎優良県産品の宣伝 
推奨件数 36 点、県庁内、沖縄産業まつり内展示、大交易会展

示、ホテルコレクティブ、那覇空港展示、わしたショップ国際

通り、わしたショップリンクスウメダ店、沖縄宝島ぽっぽ町田

店、沖縄宝島ララポート横浜店など９回行った。 
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基本施策（１１）意見交換会の充実               
 
 
 
 
 
基本施策（１１）意見交換会の充実 
 食品の安全性への理解を深め、食品への安心感を定着させるため、行政と食品関連事業者や消費者との情 
報・意見交換の場を設け、リスクコミュニケーションの促進を図ります。 
ア 県民、食品関連事業者との意見交換会の開催 
令和４年度は、食品安全委員会と共催で、浦添工業高等学校の調理科 1 年生３４名が参加し、「知っ

て防ごう食中毒」を話題とし、食品安全委員会事務局から情報提供いただいた後、「食中毒防止のフ

レーズを考える」を課題に生徒によるグループワーク、グループ発表、意見交換を行いました。 
【衛生薬務課】 

個別の取り組み 単位 

 実績 目標値 

H30 R1 R2 R3 R4 
R4 

実績値 実績値 実測値 実測値 実 績 値 達 成 度 

㊽ 食品の安全安心に関す

る意見交換会の開催回数 
(回/年) １ １ １ １ １ Ａ １ 

 
 

◎ 「食中毒防止のフレーズを考える」をテーマに 
県立高校調理科の生徒さんとグループワークを開催！ 
 

 

 

◎食品の安全安心に関する情報の発信（衛生薬務課） 
 沖縄県のホームページにおいて、食品衛生及びの安全性に関する情報を

随時更新しています。令和４年度は県の条例に基づく自主回収報告内容、

食中毒の発生状況、食品衛生監視指導計画、食品中の放射性物質モニタリ

ング検査結果、食品衛生法の一部改正、その他各種取り組みの情報を計 

12 回掲載しました。 
 近年カンピロバクター食中毒が多発していることから、カンピロバクタ

ー食中毒予防に関する情報発信を行うなど、県の実施している各種取り組

み情報を掲載することにより、食品の安全性や食品衛生に対する理解促進

を図っています。 
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